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以下の表は、総務省の定めた公表様式に
基づくもので、数値は、主に「地方公務
員給与実態調査」及び「地方公共団体定
員管理調査」を基礎にしています。

平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況＜１５年４月１日現在＞
技　能　労　務　職一　般　行　政　職

区　分
平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額
４９．０歳３５９，７１１円３１１，２３８円４２．１歳４２５，７２９円３６３，４８１円安城市

���４３．７歳４５２，４３６円３７５，７４４円愛知県
４８．９歳�２８６，３４０円４０．５歳�３２７，６２３円国

※平均給与月額は、毎月決まって支給されるものの平均です。

１３年度の
人件費率

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費
（Ｂ）実質収支歳出額

（Ａ）
住民基本台帳人口
（１５年３月３１日現在）

％％千円千円千円人
２０．９２１．５９，８９２，８７２２，２０２，５６３４６，０６５，２０１１６２，００８

人件費の状況＜１４年度普通会計決算＞

※人件費には特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

職員給与費の状況＜１５年度普通会計予算＞
１人当たりの給与
費（Ｂ／Ａ）

給　　　与　　　費職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当給　　料

千円千円千円千円千円人
６，８１６６，２５６，９０７１，６３７，５８１１，０２０，２７２３，５９９，０５４９１８（５）

※給与費は当初予算に計上された額。職員手当には退職手当を含みません。
※（　）は、再任用短時間勤務職員数を外書きで表示しています。

一般行政職の平均給料月額の状況＜１５年４月１日現在＞

経験年数
２０年

経験年数
１５年

経験年数
１０年

採用２年
経過日決定初任給区　　　分

３８９，８５０円３３２，２００円２８３，４３３円１９１，６００円１７８，４００円大学卒
安城市

３３７，１００円�２４６，２００円１５５，０００円１４４，０００円高校卒
３９８，１２４円３４３，３５５円２８５，４８６円１８５，６００円１７１，５００円大学卒

愛知県
３３６，４２３円２８８，４６７円２３３，２０８円１４９，２００円１３９，５００円高校卒

���２００，２００円１８０，９００円大学卒　Ⅰ種
国 ���１８５，６００円１７１，５００円　　　　Ⅱ種

���１４９，２００円１３９，５００円高校卒
※経験年数とは、卒業後すぐに採用され、引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

毎月決まって支給されるもの
職務の内容に応じて給料表に定める額給　　料
扶養親族のある職員に支給
配偶者１３，５００円、２人目まで１人につき６，０００円（扶養親族でない配偶者が
ある場合、子など１人目６，５００円）、３人目以降１人につき５，０００円、１６歳か
ら２２歳までの子１人につき５，０００円

扶養手当

１２，０００円を超える家賃については額に応じて最高２７，０００円まで支給住居手当
交通機関での通勤者に最高５０，０００円まで支給通勤手当
給料、扶養手当及び管理職手当の１０％調整手当

特別な職務や特殊な勤務についたときに支給されるもの
管理職の責任の度合いに応じて支給（給料の１２％～１９％）管理職手当
危険、不快、不健康または困難な勤務、その他著しく特殊な勤務についたときに支給特殊勤務手当
正規の勤務時間以外に勤務したときに支給時間外手当など

臨時に支給されるもの
ボーナスに相当する手当期末勤勉手当
退職したときに支給される一時金退職手当

給与の種類
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計
１０級９級８級７級６級５級４級３級２級１級区　分
部長
次長

課長
主幹課長補佐課長補佐

副主幹
係長
専門主査主査主事

技師
主事補
技師補主事補標準的な

職務内容
５９３人２２人４３人６６人５６人９５人１１２人１４０人３８人１８人３人職員数
１００．０％３．７％７．３％１１．１％９．５％１６．０％１８．９％２３．６％６．４％３．０％０．５％構成比

一般行政職の級別職員数の状況＜１５年４月１日現在＞

※安城市の給与条例に基づく給料表の級別による職員数です。職務内容は、それぞれの級に該当する代表的なものです。

技能労務職一般行政職全職員区　　　分
１２０人

（１２０人）
５９３人

（５９３人）
１，１８６人

（１，２４６人）職員数（Ａ）

１８人
（１９人）

９９人
（１０２人）

２００人
（２２２人）

普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１５．０％
（１５．８％）

１６．７％
（１７．２％）

１６．９％
（１７．８％）比　率（Ｂ）／（Ａ）

昇給期間短縮の状況＜１４年度（１３年度）＞

職員手当の状況＜１５年１２月１日現在＞
国安城市区　　　分
勤　勉期　末勤　勉期　末期

末
・
勤
勉
手
当

０．７０月分１．５５月分０．７０月分１．５５月分６月期
０．７０月分１．４５月分０．７０月分１．４５月分１２月期
１．４０月分３．００月分１．４０月分３．００月分計

※職制上の段階・職務の級などによる加算措置があります。
勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合

退
職
手
当

２８．０８７５月分２１．００月分２８．０８７５月分２１．００月分勤続２０年
４３．３３５月分３３．７５月分４３．３３５月分３３．７５月分勤続２５年
６０．９９月分４７．５０月分６０．９９月分４７．５０月分勤続３５年
６０．９９月分６０．００月分６０．９９月分６０．００月分最高限度額

�１５，６８８千円１４年度１人当た
り平均支給額

調整手当＜１４年度決算＞
１０％支給率

１，１８６人支給対象職員数

４１６，５３２円支給対象職員１人当たり
平均支給年額

特殊勤務手当＜１４年度決算＞

６２．７％職員全体に占める
手当支給職員の割合

４７，６５１円支給対象職員１人
当たり平均支給年額

５手当の種類（手当数）※
消防手当※、不快手
当、特殊業務手当支給額の多い手当代表的な

手当の
名称 特殊業務手当、消防手

当※、賦課徴収手当
多くの職員に支給
されている手当時間外勤務手当

１３年度１４年度区　　　分
４０７，２２１千円４１６，５９４千円支給総額

３３９千円３９２千円職員１人当たり平均支給年額

期末手当月額（※１）区　　　分

　６月期　
　　１．７０月分
　１２月期
　　　　１．６０月分
　計３．３０月分

１，０１８，０００円（※２）市　長
給料 ８３３，０００円助　役

７５６，０００円収入役
５５２，０００円議　長

報酬 ５１０，０００円副議長
４５５，０００円議　員

特別職の報酬等の状況＜１５年１２月１日現在＞

部門別職員数の状況と主な増減理由＜１５年４月１日現在＞

主　な　増　減　理　由対前年
増減数

職員数
区分

１５年１４年
一般行政部門

０９９議会
０１５０１５０総務
市民税課と資産税課の統合に伴う見直し－２６０６２税務
乳児保育業務増１３３２３３１０民生
健康日本２１計画策定業務、健康診査業務増２９７９５衛生

０２２労働
地球環境米米フォーラム開催準備業務増１３３３２農林水産

０７７商工
０１１８１１８土木
１４７９９７８５小計

特別行政部門
幼稚園・小中学校用務員、給食調理員の委託－１１１５８１６９教育
広域連合発足に伴う職員の移行－１３００１３０消防

－１４１１５８２９９小計
－１２７９５７１，０８４普通会計の計

公営企業等会計部門
業務量による内容見直し－１４３４４水道
下水道供用開始業務増１２８２７下水道　
新幹線区画整理事業業務減－１８５８６その他

－１１５６１５７小計
－１２８１，１１３１，２４１合　　　　計

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職
　者・派遣職員などを含み、再任用、臨時または非常勤職員は除きます。

※平成１５年度から消防業務は広域連合へ移行したため、
　消防手当を廃止し、手当は４種類となっています。

※１　特別職の報酬等の額は平成１５年１０月１日から引
　き下げられた額です。
※２　市長の給料月額については、特例条例により平
　成１５年４月１日から２年間は、この表の月額からさ
　らに３０％減額されています。


